
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第36号 

答申番号：令和７年度答申第36号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、おおむね、次に掲げる事情を顧みずに行われた原処分（生活保護

費返還処分）は違法又は不当であると主張しているものと解される。 

 (1) 生活保護法（以下「法」という。）による保護（以下「保護」という。）

の受給者である請求人は、19日間留置されていたが、自身の逮捕、留置及び

勾留自体が違法又は不当なものであり、その留置期間が適切でなかったた

め、原処分に係る返還額を見直す余地がある。 

(2) 処分庁は、請求人が意図的又は過失による不正受給をしていないのにも

かかわらず、「急迫の場合等において資力があるにもかかわらず、保護を受

けたとき」の解釈を誤って法第63条を適用している。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

      処分庁は、次のとおり原処分に違法又は不当な点はないと主張する。 

(1) 請求人が主張している逮捕等の違法性等は、処分庁によって判断される

ものではなく、請求人が令和７年２月３日から同月21日まで留置されている

ことを確認したことから、当該期間中の生活は刑事行政の一環として措置さ

れるため請求人の保護を要しないと判断し、同月４日から同月20日までの17

日間の請求人の保護を停止する処分を行った。そして、それに伴い、同月分

扶助費に５万2,877円の過支給が生じたため、原処分を行ったものである。 

(2) 法第63条に規定する「急迫の場合等において資力があるにもかかわらず、

保護を受けたとき」については、本来は支弁されるべきでなかった保護費の

支弁がされ、これに対応する保護金品を受けたことにより、「資力がある」

と評価されるものであり、前記(1)の過支給は、法第 63 条による返還金の対



象となるものである。 

   

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又は

不当な点は認められない。 

２ 請求人が留置されている間は、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する

法律（以下「刑事収容施設法」という。）その他の刑事行政に関する法律の規

定により、請求人の日常生活に必要なものの貸与又は支給をされているのであ

るから、請求人は、最低限度の生活を維持することができない者には該当せず、

保護を必要としなくなったものと認められる。 

    また、法第63条に基づく返還の趣旨は、資力が換金されるなど最低生活に充

当できるようになった段階で既に支給した保護金品との調整を図ろうとする

ものである。そうすると、請求人は、留置されていた期間において日常生活に

必要なものの貸与又は支給を受けており、そのことを「資力が換金されるなど

最低生活に充当できるようになった」と同程度に評価することが特段不合理と

まではいえないことから、請求人の不正受給の有無にかかわらず、保護が停止

されたことにより過支給となった５万2,877円について法第63条に基づき返還

を求めた原処分が、違法又は不当であるとはいえない。 

 ３ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張は理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和８年１月19日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同月26日の審査会において、調査審議し

た。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる

とともに（法第４条第１項）、他の法律に定める扶助は、全て保護に優先して

行われるものとされている（同条第２項）。 

また、保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要を



基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補

う程度において行うものとされている（法第８条第１項）。 

さらに、被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかかわらず、保

護を受けたときは、保護に要する費用を支弁した都道府県又は市町村に対し

て、速やかに、その受けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実

施機関の定める額を返還しなければならないとされている（法第63条）。 

そして、被留置者には、留置施設における日常生活に必要なものを貸与し、

又は支給することとされている（刑事収容施設法第186条第 1 項）。 

そこで本件についてみると、請求人は、令和７年２月３日に逮捕され同日か

ら同月21日まで警察署に留置されていることが認められる。法によると、他の

法律に定める扶助は全て保護に優先して行われるものとされているところ、当

該留置期間において、請求人は、刑事収容施設法に基づき、留置施設で最低限

度の生活の維持ができていることから、請求人の保護が一時的に停止されたこ

とが違法又は不当とはいえない。そうすると、処分庁が法第63条にいう「急迫

の場合等において資力があるにもかかわらず、保護を受けたとき」に該当する

と判断し、既に支給した同月分の保護費のうち、当該留置期間の初日及び最終

日を除いた17日間の保護費に相当する額の返還を求めることとした原処分に

違法又は不当な点は認められない。 

この点、請求人は、おおむね、自身の逮捕、留置及び勾留自体が違法又は不

当なものであり、その留置期間が適切でなかったため、原処分に係る返還額を

見直す余地があることから、原処分は違法又は不当であると主張しているもの

と解される。しかしながら、原処分は、上記のとおり請求人が留置されている

間は刑事収容施設法により別途生活の保障がなされていることに起因するも

のであって、逮捕の適否や起訴の有無に左右されるものではないことから、請

求人の主張を採用することはできない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、

これを是認するものである。 
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